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   国立大学法人筑波大学法人文書の開示の手続きに関する規程 

 

（趣旨） 

第１条 国立大学法人筑波大学（以下本則において「法人」という。）の保有する法人文書の開示

の手続きその他必要な事項については、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平

成１３年法律第１４０号。以下本則において「法」という。）その他の法令に定めるもののほか、

この法人規程の定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２条 この法人規程において「法人文書」とは、法第２条第２項に規定するものをいう。 

 

 （組織） 

第３条 この法人規程において「組織」とは、局、部、課、室、エリア支援室、社会人大学院等

支援室、業務運営を行うための特別な組織、学術院、研究群、専攻、学群、学類、グローバル

教育院、総合学域群、アーカイブズ、系、教育研究施設、附属図書館、附属病院、附属学校教

育局、附属学校、理療科教員養成施設及び事業費により措置する教育研究組織等をいう。 

 

 （開示手続業務の統括等） 

第４条 学長は、法人文書の開示手続に係る業務を統括する。 

２ 総務を担当する副学長は、法人文書の開示手続に係る業務（次項及び第４項に掲げるものを

除く。）を処理する。 

３ 附属病院長は、附属病院に係る附属病院関係法人文書の開示手続に係る業務を処理する。 

４ 附属学校教育局教育長は、附属学校に係る附属学校関係法人文書の開示手続に係る業務を処

理する。 

 

 （受付） 

第５条 法第３条に規定する法人文書の開示の請求があったときは、法人は、法人文書の開示を

請求する者に対し、国立大学法人筑波大学法人文書管理規程（平成２３年法人規程第２０号。



以下「文書管理規程」という。）第１４条に規定する法人文書ファイル管理簿その他関連資料

等を用いて、法人文書の特定に資する情報の提供に努めなければならない。 

２ 法第４条１項の書面は、別記様式第１号の法人文書開示請求書（以下「開示請求書」という。）

とする。 

３ 法人は、開示請求書を受理したときは、開示を請求した者（以下「開示請求者」という。）に

開示請求書の副本１部を交付する。 

４ 法人は、開示請求書の記載事項に形式上の不備があると認めるときは、開示を請求する者に

参考となる情報を提供し、その補正を求めることができる。 

 

 （手続の開始） 

第６条 前条の開示請求書を受理したときは、総務を担当する副学長、附属病院長又は附属学校

教育局教育長（以下「副学長等」という。）は、次のとおり処理するものとする。 

(1) 開示請求に係る法人文書の存否及び所在を確認し、存在する資料を収集する。 

(2) 開示請求のあった法人文書に関係する組織の長へ、開示請求書の写しを送付する。 

 

 （開示決定に係る意見の照会） 

第７条 法第９条第１項及び第２項の全部若しくは一部を開示する旨又は開示しない旨の決定

（以下「開示決定等」という。）に当たって、副学長等は、当該法人文書に関係する組織の長へ

意見を求めるものとする。 

 

 （開示決定等の通知書） 

第８条 法第９条第１項及び第２項の開示決定等の書面は、それぞれ別記様式第２号の法人文書

開示決定通知書及び別記様式第３号の法人文書不開示決定通知書とする。 

 

 （開示決定等の期限の延長通知書） 

第９条 法第１０条第２項の期限延長の書面は、別記様式第４号の開示決定等の期限の延長通知

書とする。 

 

 （開示決定等の期限の特例規定の適用通知書） 

第１０条 法第１１条の期限の特例規定の書面は、別記様式第５号の開示決定等の期限の特例規

定の適用通知書とする。 

 

 （事案の移送通知書） 

第１１条 法第１２条及び第１３条の事案の移送の書面及び事案を移送した旨の通知の書面は、

それぞれ別記様式第６号の開示請求に係る事案の移送通知書及び別記様式第７号の開示請求に

係る事案の移送通知書とする。 

 

 （意見照会等の書面） 

第１２条 法第１４条第１項及び第２項の意見照会の書面及び開示に関する意見書は、それぞれ

別記様式第８号の法人文書の開示請求に関する意見照会書、別記様式第９号の法人文書の開示

請求に関する意見照会書及び別記様式第１０号の法人文書の開示に関する意見書とする。 

 

 （法人文書の開示に関する意見書） 



第１３条 法第１４条第３項の開示決定等の書面は、別記様式第１１号の法人文書開示決定通知

書とする。 

 

 （開示の実施の方法） 

第１４条 法第１５条第１項に規定する文書又は図画の閲覧の方法は、次の各号に掲げるものに

ついて、それぞれ当該各号に定めるものを閲覧させることにより行うものとする。 

 (1) 文書又は図画（次号から第４号まで又は第４項に該当するものを除く。） 当該文書又は

図画（法第１５条第１項ただし書の規定が適用される場合にあっては、次項第１号アに規定

するもの） 

 (2) マイクロフィルム 当該マイクロフィルムを専用機器により映写したもの。ただし、これ

により難い場合にあっては、当該マイクロフィルムを日本産業規格Ａ列１番（以下「Ａ１判」

という。）以下の大きさの用紙に印刷したもの 

 (3) 写真フィルム 当該写真フィルムを印画紙（縦８９ミリメートル、横１２７ミリメートル

のもの又は縦２０３ミリメートル、横２５４ミリメートルのものに限る。以下同じ。）に印

画したもの 

 (4) スライド（第５項に規定する場合におけるものを除く。次項第４号において同じ。） 当

該スライドを専用機器により映写したもの 

２ 法第１５条第１項の規定による開示の実施の方法は、次の各号に掲げるものについてそれぞ

れ当該各号に定める方法により行うものとする。 

 (1) 文書又は図画（次号から第４号まで又は第４項に該当するものを除く。） 次に掲げる方

法（イからウまでに掲げる方法にあっては当該文書又は図画の保存に支障を生ずるおそれが

なく、かつ、法人がその保有する処理装置及びプログラム（電子計算機に対する指令であっ

て、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。以下同じ。）により当

該文書又は図画の開示を実施することができる場合に限る。） 

   ア 当該文書又は図画を複写機により日本産業規格Ａ列３番（以下「Ａ３判」という。）以

下の大きさの用紙に複写したものの交付（イに掲げる方法に該当するものを除く。）。ただ

し、これにより難い場合にあっては、当該文書若しくは図画を複写機によりＡ１判若しく

は日本産業規格Ａ列２番（以下「Ａ２判」という。）の用紙に複写したものの交付（イに

掲げる方法に該当するものを除く。）又は当該文書若しくは図画を撮影した写真フィルム

を印画紙に印画したものの交付 

   イ 当該文書又は図画を複写機により用紙にカラーで複写したものの交付 

   ウ 当該文書又は図画をスキャナにより読み取ってできた電磁的記録をフレキシブルディ

スクカートリッジ（日本産業規格Ｘ６２２３に適合する幅９０ミリメートルのものに限る。

以下同じ。）又は光ディスク（日本産業規格Ｘ０６０６及びＸ６２８１又はＸ６２４１に

適合する直径１２０ミリメートルの光ディスクの再生装置で再生することが可能なもの

に限る。次項第３号オにおいて同じ。）に複写したものの交付 

 (2) マイクロフィルム 当該マイクロフィルムを日本産業規格Ａ列４番（以下「Ａ４判」とい

う。）の用紙に印刷したものの交付。ただし、これにより難い場合にあっては、Ａ１判、Ａ

２判又はＡ３判の用紙に印刷したものの交付 

 (3) 写真フィルム 当該写真フィルムを印画紙に印画したものの交付 

 (4) スライド 当該スライドを印画紙に印画したものの交付 

３ 法第１５条第１項に規定する電磁的記録についての開示の実施の方法は、次の各号に掲げる

ものについてそれぞれ当該各号に定める方法とする。 



 (1) 録音テープ（第５項に規定する場合におけるものを除く。以下この号において同じ。）又

は録音ディスク 次に掲げる方法 

   ア 当該録音テープ又は録音ディスクを専用機器により再生したものの聴取 

   イ 当該録音テープ又は録音ディスクを録音カセットテープ（日本産業規格Ｃ５５６８に適

合する記録時間１２０分のものに限る。別表の５の項イにおいて同じ。）に複写したもの

の交付 

 (2) ビデオテープ又はビデオディスク 次に掲げる方法 

   ア 当該ビデオテープ又はビデオディスクを専用機器により再生したものの視聴 

   イ 当該ビデオテープ又はビデオディスクをビデオカセットテープ（日本産業規格Ｃ５５８

１に適合する記録時間１２０分のものに限る。以下同じ。）に複写したものの交付 

 (3) 電磁的記録（前２号、次号又は次項に該当するものを除く。） 次に掲げる方法であって、

法人がその保有する処理装置及びプログラムにより行うことができるもの 

   ア 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙に出力したものの閲覧 

   イ 当該電磁的記録を専用機器（開示を受ける者の閲覧又は視聴の用に供するために備え付

けられているものに限る。別表の７の項イにおいて同じ。）により再生したものの閲覧又

は視聴 

   ウ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙に出力したものの交付（エに掲げる方法に

該当するものを除く。） 

   エ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙にカラーで出力したものの交付 

   オ 当該電磁的記録をフレキシブルディスクカートリッジ又は光ディスクに複写したもの

の交付 

 (4) 電磁的記録（前号オに掲げる方法による開示の実施をすることができない特性を有するも

のに限る。） 次に掲げる方法であって、法人がその保有する処理装置及びプログラムによ

り行うことができるもの 

   ア 前号アからウまでに掲げる方法 

   イ 当該電磁的記録を幅１２．７ミリメートルのオープンリールテープ（日本産業規格Ｘ６

１０３、Ｘ６１０４又はＸ６１０５に適合する長さ７３１．５２メートルのものに限る。

別表の７の項クにおいて同じ。）に複写したものの交付 

   ウ 当該電磁的記録を幅１２．７ミリメートルの磁気テープカートリッジ（日本産業規格Ｘ

６１２３、Ｘ６１３２若しくはＸ６１３５又は国際標準化機構及び国際電気標準会議の規

格（以下「国際規格」という。）１４８３３、１５８９５若しくは１５３０７に適合する

ものに限る。別表の７の項ケにおいて同じ。）に複写したものの交付 

   エ 当該電磁的記録を幅８ミリメートルの磁気テープカートリッジ（日本産業規格Ｘ６１４

１若しくはＸ６１４２又は国際規格１５７５７に適合するものに限る。別表の７の項コに

おいて同じ。）に複写したものの交付 

   オ 当該電磁的記録を幅３．８１ミリメートルの磁気テープカートリッジ（日本産業規格Ｘ

６１２７、Ｘ６１２９、Ｘ６１３０又はＸ６１３７に適合するものに限る。別表の７の項

サにおいて同じ。）に複写したものの交付 

４ 映画フィルムの開示の実施の方法は、次に掲げる方法とする。 

(1) 当該映画フィルムを専用機器により映写したものの視聴 

(2) 当該映画フィルムをビデオカセットテープに複写したものの交付 

５ スライド及び当該スライドの内容に関する音声を記録した録音テープを同時に視聴する場

合における開示の実施の方法は、次に掲げる方法とする。 



(1) 当該スライド及び当該録音テープを専用機器により再生したものの視聴 

(2) 当該スライド及び当該録音テープをビデオカセットテープに複写したものの交付 

 

 （開示の実施に係る通知） 

第１５条 法第１５条第３項及び第５項の実施方法等の申出及び更なる開示の申出の書面は、そ

れぞれ別記様式第１２号の法人文書の開示の実施方法等申出書及び別記様式第１３号の法人文

書の更なる開示の申出書とする。 

２ 法人は、前項の書面が提出されたときは、開示を受ける者の便宜を図って開示を実施するも

のとする。 

３ 前項の規定により開示を実施するときは、開示の実施に係る手数料（以下「開示実施手数料」

という。）を徴収するものとする。 

４ 法人文書の開示は、原則として本部、附属病院又は附属学校教育局において実施するものと

する。ただし、法人文書を移動すると汚損の危険性がある場合又は利用者の居所等の都合によ

り出向くことができない場合には、当該法人文書を保有する組織において実施できるものとす

る。 

５ 開示を受ける者が法人文書の写しの送付による開示の実施を希望するときは、当該法人文書

の写しを送付するものとする。この場合、送付に係る郵送料を郵便切手で徴収するものとする。 

 

 （手数料） 

第１６条 法第１７条第１項の開示請求に係る手数料（以下「開示手数料」という。）及び開示実

施手数料の額は、次の各号に掲げる手数料の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 開示請求手数料 開示請求に係る法人文書１件につき３００円 

 (2) 開示実施手数料 開示を受ける法人文書１件につき、別表の左欄に掲げる法人文書の種別

ごとに、同表の中欄に掲げる開示の実施の方法に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額（複

数の実施の方法により開示を受ける場合にあってはその合算額。以下この号及び次項におい

て「基本額」という。）。ただし、基本額（法第１５条第５項の規定により更に開示を受ける

場合にあっては、当該開示を受ける場合の基本額にすでに実施を求めた際の基本額を加えた

額）が３００円（次のアからカまでのいずれかに該当する場合は、それぞれ当該アからカま

でに定める額。以下この号において同じ。）に達するまでは無料とし、３００円を超えると

き（同項の規定により更に開示を受ける場合であって既に開示の実施を求めた際の基本額が

３００円を超えるときを除く。）は当該基本額から３００円を減じた額とする。 

   ア 行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。以下「行政機

関情報公開法」という。）第１２条の２第１項の規定に基づき、行政機関の長から事案が

移送された場合（ウに掲げる場合を除く。） ３００円 

   イ 法第１２条第１項の規定に基づき、他の独立行政法人等から事案が移送された場合（エ

に掲げる場合を除く。） 当該独立行政法人等が法第１７条第１項の規定に基づき定める

開示請求に係る手数料の額に相当する額（以下この号において「開示請求手数料相当額」

という。） 

   ウ 行政機関情報公開法第１２条の２第１項の規定に基づき、行政機関の長から行政文書の

一部について移送された場合 ３００円のうち法第１５条の規定に基づき開示を実施す

る法人が分担するものとして、当該行政機関の長と協議して定める額 
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   エ 法第１２条第１項の規定に基づき、他の独立行政法人等から法人文書の一部について移

送された場合 開示請求手数料相当額のうち法第１５条の規定に基づき開示を実施する

法人が分担するものとして、当該他の独立行政法人等と協議して定める額 

   オ 法第１３条第１項の規定に基づき、行政機関の長に法人文書の一部について移送した場

合 ３００円のうち法第１５条の規定に基づき開示を実施する法人が分担するものとし

て、当該行政機関の長と協議して定める額 

   カ 法第１２条第１項の規定に基づき、他の独立行政法人等に法人文書の一部について移送

した場合 ３００円のうち法第１５条の規定に基づき開示を実施する法人が分担するも

のとして、当該他の独立行政法人等と協議して定める額 

２ 開示請求者が次の各号のいずれかに該当する複数の法人文書の開示請求を一の開示請求書に

よって行うときは、前項第１号の規定の適用については、当該複数の法人文書を１件の法人文

書とみなし、かつ、当該複数の法人文書である法人文書の開示を受ける場合における同項第２

号ただし書の規定の適用については、当該複数の法人文書である法人文書に係る基本額に先に

開示を求めた当該複数の法人文書である他の法人文書に係る基本額を順次加えた額を基本額と

みなす。 

 (1) 一の法人文書ファイル（能率的な事務又は事業の処理及び法人文書の適切な保存の目的を

達成するためにまとめられた、相互に密接な関連を有する法人文書（保存期間が１年以上の

ものであって、当該保存期間を同じくすることが適当であるものに限る。）の集合物をいう。）

にまとめられた複数の法人文書 

 (2) 前号に掲げるもののほか、相互に密接な関連を有する複数の法人文書 

３ 開示請求手数料又は開示実施手数料は、次の各号のいずれかに該当する方法で納付しなけれ

ばならない。 

 (1) 現金 

 (2) 現金書留 

 (3) 法人が指定する金融機関への振込み 

 

 （開示実施手数料の減額等） 

第１７条 法人は、法第１７条第３項の規定により、開示を受ける者が経済的困難により開示実

施手数料を納付する資力がないと認めるときは、開示請求１件につき２，０００円を限度とし

て、開示実施手数料を減額し、又は免除することができる。 

２ 前項の規定により開示実施手数料の減額又は免除を受けようとする者は、別記様式第１４号

の開示実施手数料の減額（免除）申請書により開示実施手数料の減額又は免除の申出を行うも

のとする。 

３ 前項の申請書には、申請人が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条第１項各号

に掲げる扶助を受けていることを理由とする場合にあっては当該扶助を受けていることを証明

する書面を、その他の事実を理由とする場合にあっては当該事実を証明する書面を添付しなけ

ればならない。 

４ 法人は、開示実施手数料の減額又は免除を決定したときは、別記様式第１５号の開示実施手

数料の減額（免除）決定通知書又は別記様式第１６号の開示実施手数料の減額（免除）非該当

決定通知書により当該開示を受ける者に通知しなければならない。 

５ 第１項の規定によるもののほか、法人は、開示決定に係る法人文書を一定の開示の実施方法

により一般に周知させることが適当であると認めるときは、開示実施手数料を減額し、又は免
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除することができる。これにより減額又は免除を行う場合には、その旨を法人文書開示決定通

知書に記載するものとする。 

 

 （移送された事案に係る開示等） 

第１８条 法第１２条第１項又は行政機関情報公開法第１２条の２第１項の規定により他の独立

行政法人等又は行政機関の長から移送された事案に係る開示等の検討及び決定並びに開示の実

施については、第４条から前条までの規定に準じて行うものとする。 

  

 （審査請求に係る諮問等の通知） 

第１９条 法第１９条の諮問及び諮問通知の書面は、それぞれ別記様式第１７号の諮問書及び別

記様式第１８号の情報公開・個人情報保護審査会への諮問通知書とし、審査請求をした者に対

する裁決通知の書面は、別記様式第１９号の審査請求に対する裁決通知書とする。 

 

 （法人文書の管理） 

第２０条 法人は、この法人規程の適正かつ円滑な運用に資するため、法人文書を適正に管理す

るものとする。 

２ 法人文書の管理については、文書管理規程の定めるところによる。 

 

 （開示請求をしようとする者に対する情報の提供） 

第２１条 法人は、開示請求をしようとする者が容易かつ的確に開示請求をすることができるよ

う、文書管理規程及び法人文書ファイル管理簿（次条第２項において「管理簿等」という。）を

一般の閲覧に供するものとする。 

 

 （受付窓口） 

第２２条 法人文書の開示請求の受付を行う窓口を、次に掲げる室及び課に設置する。 

 (1) コンプライアンス・ハラスメント対策室 

 (2) 病院総務部総務課 

 (3) 東京キャンパス事務部学校支援課 

２ 前項の窓口は、管理簿等を一般の閲覧に供するための閲覧所を兼ねるものとする。 

 

  附 則 

１ この法人規程は平成２７年４月１日から施行する。 

２ 国立大学法人筑波大学法人文書開示規程（平成１６年法人規程第９号）及び国立大学法人筑

波大学法人文書の開示の手続きに関する細則（平成１６年法人細則第３号）は廃止する。 

３ この法人規程の施行前に受理した法人文書の開示請求については、この法人規程により受理

したものとみなす。 

 

   附 則（平２７．６．２５法人規程５４号） 

 この法人規程は、平成２７年７月１日から施行する。 

 

   附 則（平２８．３．２４法人規程３４号） 

 この法人規程は、平成２８年４月１日から施行する。 
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附 則（平３０．３．２２法人規程３５号） 

 この法人規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平３０．１２．２８法人規程７８号） 

 この法人規程は、平成３１年１月１日から施行する。 

 

附 則（平３１．４．２６法人規程２５号） 

 この法人規程は、平成３１年５月１日から施行する。 

 

附 則（令元．１２．２６法人規程１９号） 

 （施行期日） 

第１条 この法人規程は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 国立大学法人筑波大学の組織及び運営の基本に関する規則の一部を改正する法人規則

（令和元年法人規則第１５号）附則第３条の規定によりなお従前の例によるとされた研究科に

係る第３条の規定の適用については、この法人規程による改正後の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

 

附 則（令２．３．２６法人規程１８号） 

 この法人規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令３．３．１８法人規程１３号） 

 この法人規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則（令４．３．２４法人規程９号） 

 この法人規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則（令５．３．２３法人規程１０号） 

 この法人規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 



別 表     (第１６条関係）

開示実施手数料の額

ア 閲覧 100枚までごとにつき100円

イ 撮影した写真フィルムを印画
紙に印画したものの閲覧

1枚につき100円に12枚までご
とに760円を加えた額

ウ 複写機により用紙に複写した
ものの交付（エに掲げる方法
に該当するものを除く。）

用紙1枚につき10円（Ａ2判に
ついては40円、Ａ１判につい
ては80円）

エ 複写機により用紙にカラーで
複写したものの交付

用紙1枚につき20円（A2判に
ついては140円、A1判につい
ては180円）

オ 撮影した写真フィルムを印画
紙に印画したものの交付

1枚につき120円（縦203ミリ
メートル、横254ミリメートルの
ものについては、520円）に12
枚までごとに760円を加えた
額

カ スキャナにより読み取ってでき
た電磁的記録をフレキシブル
ディスクカートリッジに複写した
ものの交付

1枚につき50円に当該文書又
は図画1枚ごとに10円を加え
た額

キ スキャナにより読み取ってでき
た電磁的記録を光ディスク（日
本産業規格X0606及びX6281
に適合する直径120ミリメート
ルの光ディスクの再生装置で
再生することが可能なものに
限る。）に複写したものの交付

1枚につき100円に当該文書
又は図画1枚ごとに10円を加
えた額

ク スキャナにより読み取ってでき
た電磁的記録を光ディスク（日
本産業規格X6241に適合する
直径120ミリメートルの光ディス
クの再生装置で再生すること
が可能なものに限る。）に複写
したものの交付

1枚につき120円に当該文書
又は図画1枚ごとに10円を加
えた額

ア 用紙に印刷したものの閲覧 用紙1枚につき10円

イ 専用機器により映写したもの
の閲覧

1巻につき290円

ウ 用紙に印刷したものの交付 用紙1枚につき80円（A3判に
ついては140円、A2判につい
ては370円、A1判については
690円）

ア 印画紙に印画したものの閲覧 1枚につき10円

イ 印画紙に印画したものの交付 1枚につき30円（縦203ミリメー
トル、横254ミリメートルのもの
については、430円）

ア 専用機器により映写したもの
の閲覧

1巻につき390円

イ 印画紙に印画したものの交付 1枚につき100円（縦203ミリ
メートル、横254ミリメートルの
ものについては、1,300円）

3 写真フィルム

4
スライド（９の項に該
当するものを除く。）

法人文書の種別 開示の実施の方法

1

文書又は図画（２の
項から４の項まで又
は８の項に該当する
ものを除く。）

2 マイクロフィルム



ア 専用機器により再生したもの
の聴取

1巻につき290円

イ 録音カセットテープに複写した
ものの交付

1巻につき430円

ア 専用機器により再生したもの
の視聴

1巻につき290円

イ ビデオカセットテープに複写し
たものの交付

1巻につき580円

ア 用紙に出力したものの閲覧 用紙100枚までごとにつき200
円

イ 専用機器により再生したもの
の閲覧又は視聴

１ファイルにつき410円

ウ 用紙に出力したものの交付（エ
に掲げる方法に該当するもの
を除く。）

用紙1枚につき10円

エ 用紙にカラーで出力したもの
の交付

用紙1枚につき20円

オ フレキシブルディスクカートリッ
ジに複写したものの交付

1枚につき50円に1ファイルご
とに210円を加えた額

カ 光ディスク（日本産業規格
X0606及びX6281に適合する
直径120ミリメートルの光ディス
クの再生装置で再生すること
が可能なものに限る。）に複写
したものの交付

1枚につき100円に1ファイル
ごとに210円を加えた額

キ 光ディスク（日本産業規格
X6241に適合する直径120ミリ
メートルの光ディスクの再生装
置で再生することが可能なも
のに限る。）に複写したものの
交付

1枚につき120円に１ファイル
ごとに210円を加えた額

ク 幅12.7ミリメートルのオープン
リールテープに複写したもの
の交付

１巻につき7,000円に１ファイ
ルごとに210円を加えた額

ケ 幅12.7ミリメートルの磁気テー
プカートリッジに複写したもの
の交付

１巻につき800円（日本産業
規格Ｘ6135に適合するものに
ついては2,500円、国際規格
14833，15895又は15307に適
合するものについてはそれぞ
れ8,600円、10,500円又は
12,900円）に１ファイルごとに
210円を加えた額

コ 幅8ミリメートルの磁気テープ
カートリッジに複写したものの
交付

１巻につき1,800円（日本産業
規格Ｘ6142に適合するものに
ついては2,600円、国際規格
15757に適合するものについ
ては3,200円）に１ファイルごと
に210円を加えた額

6
ビデオテープ又はビ
デオディスク

7

電磁的記録（５の
項、６の項又は８の
項に該当するものを
除く。）

5

録音テープ（９の項
に該当するものを除
く。）又は録音ディス
ク



サ 幅3.81ミリメートルの磁気テー
プカートリッジに複写したもの
の交付

１巻につき590円（日本産業
規格Ｘ6129、Ｘ6130又はＸ
6137に適合するものについて
は、それぞれ800円、1,300円
又は1,750円）に１ファイルご
とに210円を加えた額

ア 専用機器により映写したもの
の視聴

1巻につき390円

イ ビデオカセットテープに複写し
たものの交付

6,800円（16ミリメートル映画
フィルムについては13,000
円、35ミリメートル映画フィル
ムについては10,100円）に記
録時間10分までごとに2,750
円（16ミリメートル映画フィル
ムについては3,200円、35ミリ
メートル映画フィルムについ
ては2,650円）を加えた額

ア 専用機器により再生したもの
の視聴

1巻につき680円

イ ビデオカセットテープに複写し
たものの交付

5,200円（スライド20枚を超え
る場合にあっては、5,200円に
その超える枚数1枚につき
110円を加えた額）

備考
１の項ウ若しくはエ、２の項ウ又は７の項ウ若しくはエの場合において、両面印刷の用紙を用
いるときは、片面を1枚として額を算定する。

9

スライド及び録音
テープ（第１４条５項
に規定する場合にお
けるものに限る。）

8 映画フィルム



御中

氏名又は名称： （法人その他の団体にあってはその名称及び代表者の氏名）

住所又は居所： （法人その他の団体にあっては主たる事務所等の所在地）

〒 TEL （ ）

TEL （ ）

１

２ 求める開示の実施の方法等　

ア

①閲覧

②写しの交付（用紙（白黒コピー、カラーコピー）、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ、その他（　　　））

③その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

イ

用紙（白黒コピー、カラーコピー）、ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ、その他（　　　　　　　）

　　　　＊この欄は記入しないでください。

担当課等

備　考

窓口における開示の実施を希望する。

写しの送付を希望する。

開示請求手数料
(　　　件　　　円）

※1件300円

ここに領収証書を貼ってください。

＜実施の希望日＞

＜実施の方法＞

　　ア又はイに○印を付してください。また、その具体的な方法等を記載してください。

別記様式第１号

法人文書開示請求書

　国立大学法人筑波大学

連　絡　先： （連絡先が上記の本人以外の場合は、連絡担当者の住所・
氏名・電話番号）

  独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０
号）第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり法人文書の開示を請求します。

記

請求する法人文書の名称等

（請求する法人文書が特定できるよう、法人文書の名称、請求する文書の内容等をできるだけ具体的に
記載してください。）

（本欄の記載は任意です。）

  年  月  日



（別記様式第１号関係） 

 

１ 「氏名又は名称」、「住所又は居所」 

個人で開示請求をする場合は、あなたの氏名、住所又は居所を、法人その他の団体の場合にあっては、その

名称と代表者の氏名及び所在地を記載してください。 

ここに記載された住所及び氏名により、開示決定通知等を行うことになりますので、正確に記入願います。 

連絡等を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してください。 

２ 「連絡先」 

連絡等を行う場合に、「氏名又は名称」欄に記載された本人と異なる方に行う必要があるときは、連絡担当者

の氏名、住所及び電話番号を記載してください。 

３ 「請求する法人文書の名称等」 

開示を請求する法人文書について、その名称、お知りになりたい情報の内容等をできる限り具体的に記載し

てください。 

４ 「求める開示の実施の方法等」 

請求される法人文書について開示決定がされた場合に、開示の実施の方法、窓口における開示を希望される

場合の希望日についてご希望がありましたら、記載してください。 

なお、開示の実施の方法等については、開示決定後に提出していただく「法人文書の開示の実施方法等申出

書」により申し出ることができます。 

５ 開示請求手数料の納付について 

法人文書の開示請求をする場合には、法人文書１件について 300 円を納付する必要があります。国立大学法

人筑波大学が指定する金融機関に 300 円を納付の上、領収証書を提出してください。現金書留又は直接現金で

納付することも可能です。詳しくは窓口に確認してください。 

 



様

印

１

２

＊

３   開示の実施の方法等

（１） 開示の実施の方法等

＊ 担当課等

＊裏面（又は同封）の説明事項をお読みください。

別記様式第２号

  年  月  日

法人文書開示決定通知書

（開示請求者）

　国立大学法人筑波大学

  　　  年  月  日付けで請求のありました法人文書の開示について、独立行政
法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第９条
第１項の規定に基づき、下記のとおり、開示することとしましたので通知しま
す。

記

  開示する法人文書の名称

  不開示とした部分とその理由

　この決定について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に
より、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、国立大学法人筑波
大学に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から
起算して３箇月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合には
審査請求をすることができなくなります。）。
  また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律
第１３９号）の規定により、この決定があったことを知った日から６箇月以内に、国立大学法
人筑波大学を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、こ
の決定があったことを知った日から６箇月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合
には、この決定の取消しを求める訴訟を提起することができなくなります。）。

      第      号

（２）　窓口における開示を実施することができる日時及び場所

（３） 写しの送付を希望する場合の準備日数及び郵送料（見込額）

法人文書の種類・
数量等

開示の実施の方法
開示実施手数料の額

（算定基準）

法人文書全体につい
て開示の実施を受け
た場合の基本額



（別記様式第２号関係） 

 

１ 「開示の実施の方法等」の選択について 

開示の実施の方法等については、この通知書を受け取った日から３０日以内に、同封した「法人文書の開示

の実施方法等申出書」に所要の開示実施手数料を納付して、申出を行ってください。 

開示の実施の方法は、３（１）「開示の実施の方法等」に記載されている方法から自由に選択できます。必要

な部分のみの開示を受けること（例えば、100 頁ある文書について冒頭の 10 頁のみ閲覧する等）や部分ごとに

異なる方法を選択すること（冒頭の 10頁は「写しの交付」を受け、残りは閲覧する等）もできます。一旦、閲

覧をした上で、後に必要な部分の写しの交付を受けることもできます（ただし、その場合は、最初に閲覧を受

けた日から３０日以内に、別途「法人文書の更なる開示の申出書」を提出していただく必要があります。）。 

窓口における開示の実施を選択される場合は、３（２）「窓口における開示を実施することができる日時及び

場所」に記載されている日時から、ご希望の日時を選択してください。記載された日時に都合がよいものがな

い場合は、お手数ですが、「担当課等」に記載した担当までご連絡ください。なお、開示の実施の準備を行う必

要がありますので、「法人文書の開示の実施方法等申出書」は開示を受ける希望日の７日前には、当方に届くよ

うにご提出願います。 

また、写しの送付を希望される場合は、「法人文書の開示の実施方法等申出書」にその旨を記載してください。

なお、この場合は、開示実施手数料のほかに、郵送料（郵便切手）が必要になります。 

２ 開示実施手数料の算定について 

 （１） 手数料額の計算方法 

    開示実施手数料は、選択された開示の実施の方法に応じて、定められた算定方法に従って基本額（複数

の実施の方法を選択した場合はそれぞれの合算額）を計算し、その額が開示請求手数料までは無料、開示

請求手数料を超える場合は当該額から開示請求手数料を差し引いた額となります。 

（例）開示請求手数料が 300円の場合 

150頁ある法人文書を閲覧する場合：  

      100枚までごとにつき 100円  →  基本額 200円  → 手数料は無料 

150頁ある法人文書の写しの交付を受ける場合： 

      用紙 1枚につき 10円  →  基本額  1500円  →  手数料は 1200円 

150頁ある法人文書のうち 100頁を閲覧し、10頁について写しの交付を受ける場合（残りの 40頁は開示を

受けない）： 

      閲覧に係る基本額 100円 ＋ 写しの交付に係る基本額 100円 = 計 200円 → 手数料は無料 

 （２） 手数料の減免 

    生活保護を受けているなど経済的困難により手数料を納付する資力がないと認められる方については、

開示請求 1件につき 2000円を限度として、手数料の減額又は免除を受けることができます。減額又は免除

を受けたい方は、「開示実施手数料の減額（免除）申請書」を提出してください。 

 （３） 手数料の納付 

    開示実施手数料は、所定の納付書により所要額を国立大学法人筑波大学が指定する金融機関に納付の上、

その領収証書を「法人文書の開示の実施方法等申出書」に添付して提出してください。 

    なお、次の場所においても直接現金で納付するか現金書留で郵送することができます。 

・コンプライアンス・ハラスメント対策室情報公開窓口 

・病院総務部総務課情報公開窓口 

・東京キャンパス事務部学校支援課情報公開窓口 

３ 開示決定等に係る審査請求等 

  この決定に不服がある場合には、行政不服審査法の規定により、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して３箇月以内に、国立大学法人筑波大学に対して審査請求をすることができます（なお、決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過

した場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

  また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法の規定により、この決定があった

ことを知った日から６箇月以内に、国立大学法人筑波大学を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起



することができます（なお、この決定があったことを知った日から６箇月以内であっても、決定の日から１年

を経過した場合には、この決定の取消しを求める訴訟を提起することができなくなります。）。 

  なお、裁判所については、「被告の普通裁判籍の所在地を管轄する裁判所又は処分若しくは裁決をした行政

庁の所在地を管轄する裁判所」及び「原告の普通裁判籍の所在地を管轄する高等裁判所の所在地を管轄する地

方裁判所」が管轄となります。 

４ 開示の実施について 

  窓口における開示の実施を選択し、その旨「法人文書の開示の実施方法等申出書」により申し出た場合は、

開示を受ける当日、窓口に来られる際に、本通知書をご持参ください。 

５ 担当課等 

  開示の実施の方法等、開示実施手数料の算定・納付方法、審査請求の方法等について、ご不明な点等がござ

いましたら、本欄に記載した担当までお問合せください。 



 

様

印

１

２

＊

＊ 担当課等

別記様式第３号  

法人文書不開示決定通知書

（開示請求者）

　国立大学法人筑波大学

  　　  年  月  日付けの法人文書の開示請求について、独立行政法人等の保有
する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第９条第２項の規定
に基づき、下記のとおり、開示しないことと決定しましたので通知します。

記

不開示決定した法人文書の名称

不開示とした理由

　この決定について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に
より、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、国立大学法人筑波
大学に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から
起算して３箇月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合には
審査請求をすることができなくなります。）。
  また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律
第１３９号）の規定により、この決定があったことを知った日から６箇月以内に、国立大学法
人筑波大学を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、こ
の決定があったことを知った日から６箇月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合
には、この決定の取消しを求める訴訟を提起することができなくなります。）。

  年  月  日
第      号



様

印

１

２

３

＊

　国立大学法人筑波大学

別記様式第４号

 開示決定等の期限の延長通知書

（開示請求者）

 第      号
  年  月  日

担当課等

  　　  年  月  日付けの法人文書の開示請求については、下記のとおり、独立
行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第
１０条第２項の規定に基づき、開示決定等の期限を延長することとしましたので
通知します。

記

開示請求のあった法人文書の名称

延長後の期間

延長の理由



様

印

１

２

３

 
＊

  　月　  　日（　）

担当課等

  　　  年  月  日付けの法人文書の開示請求については、下記のとおり、独立行政法
人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第１１条の規定
（開示決定等の期限の特例）を適用することとしたので通知します。

記

開示請求のあった法人文書の名称等

同法第１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用することとした理由

開示決定等する期限

（  月  日までに可能な部分について開示決定等を行い、残りの部分について
は、次に記載する時期までに開示決定等する予定です。）

　国立大学法人筑波大学

別記様式第５号  
第      号

開示決定等の期限の特例規定の適用通知書

（開示請求者）

  年  月  日



御中（又は殿）

印

　

備考

＊　担当課等

電話番号：

添付資料等名

請求者名等
住所：

別記様式第６号  
第      号

開示請求に係る事案の移送通知書

　国立大学法人筑波大学

  　　  年  月  日付けで開示請求のあった事案については、独立行政法人等の
保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第１２条又は第
１３条の規定により、下記のとおり移送します。

記

開示請求に係
る法人文書名

氏名：

  年  月  日

（他の独立行政法人等又は行政機関の長）



様 印

1

2

　

担当者名：

所在地：
電話番号：

＊　担当課等

移送の理由

備考 　標記の移送した事案に係る開示決定等及び開示の実
施は、移送先の独立行政法人等及び行政機関の長が行
うことになります。

  複数の独立行政法人等又は行政機関の長に移送が行
われた場合（自らも開示決定等を行う場合を含む。）
には、開示実施手数料の控除措置については、開示決
定等が早く行われた法人文書に係る開示実施手数料か
ら順次控除措置を取ることとなります。

移送先の独立
行政法人等又
は行政機関の
長

独立行政法人等又は行政機関の長

（連絡先）
担当課等名：

  　　  年  月  日付けで開示請求のありました事案について、下記のとおり移
送しましたので、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３
年法律第１４０号）第１２条又は第１３条の規定により、通知します。

記

開示請求に係
る法人文書名

移送年月日 　　  年  月  日

別記様式第７号  
第      号

開示請求に係る事案の移送通知書

（開示請求者） 　国立大学法人筑波大学

  年  月  日



様

印

１

２

３

４

５

＊

上記法人文書に記録されている（あなた、貴社等）に関する情報の内容

意見書の提出先

意見書の提出期限

  　月　  　日（　）

　担当課等

開示請求の年月日

別記様式第８号  

法人文書の開示請求に関する意見照会書

（第三者）

　国立大学法人筑波大学

　（あなた、貴社等）に関する情報が記録されている下記の法人文書につい
て、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１
４０号）第４条の規定による開示請求があり、当該法人文書について開示決定
等を行う際の参考とするため、同法第１４条第１項の規定に基づき、御意見を
伺うこととしました。
　つきましては、当該法人文書を開示することにつき御意見がある場合は、同
封した「法人文書の開示に関する意見書」を御提出いただきますようお願いい
たします。
 なお、提出期限までに同意見書の御提出がない場合には、特に御意見がない
ものとして取り扱わせていただきます。

記

開示請求のあった法人文書の名称

  年  月  日
　  第      号



様

印

１

２

３

４

５

６

＊

上記法人文書に記録されている（あなた、貴社等）に関する情報の内容

意見書の提出先

意見書の提出期限

  　月　  　日（　）

担当課等

  同法第１４条第２項第１号又は第２号の規定の適用区分及び当該規定を適用する
  理由

別記様式第９号  
 第      号

法人文書の開示請求に関する意見照会書

（第三者）

　国立大学法人筑波大学

記

開示請求のあった法人文書の名称

開示請求の年月日

  年  月  日

　（あなた、貴社等）に関する情報が記録されている下記の法人文書について、
独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０
号）第４条の規定による開示請求があり、当該法人文書について開示決定等を行
う際の参考とするため、同法第１４条第２項に基づき、御意見を伺うこととしま
した。
　つきましては、当該法人文書を開示することにつき御意見がある場合は、同封
した「法人文書の開示に関する意見書」を御提出いただきますようお願いいたし
ます。



御中

１

２

（１） 上記法人文書の開示による支障（不利益）の有無

（２） 支障（不利益）の具体的内容

＊　担当課等

連絡先電話番号

  　　  年  月  日付けで照会のあった下記の法人文書の開示について、次のと
おり意見を提出します。

記

照会のあった法人文書の名称

意   見

住所又は居所

別記様式第１０号
  年  月  日

法人文書の開示に関する意見書

氏名又は名称

　国立大学法人筑波大学



様

印

１

２

３

＊

　（あなた、貴社等）から　　　年　月　日付けで「法人文書の開示に関
する意見書」の提出がありました法人文書については、下記のとおり開示
決定しましたので、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律
（平成１３年法律第１４０号）第１４条第３項の規定に基づき通知しま
す。

  この決定について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定によ
り、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、国立大学法人筑波大学
に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算し
て３箇月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過した場合には審査請求
をすることができなくなります。）。
  また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第
１３９号）の規定により、この決定があったことを知った日から６箇月以内に、国立大学法人筑
波大学を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定
があったことを知った日から６箇月以内であっても、決定の日から１年を経過した場合には、こ
の決定の取消しを求める訴訟を提起することができなくなります。）。

記

開示決定した法人文書の名称

開示することとした理由

開示を実施する日

担当課等

　国立大学法人筑波大学

別記様式第１１号
      第      号

法人文書開示決定通知書

（反対意見書を提出し
た第三者）

　　  年  月  日



御中

１

２

＊

３

４ 有 円 　
無

件 円

＊ 担当課等

「写しの送付」の希望の有無 ：同封する郵便切手の額

開示実施手数料
（受付印）ここに領収証書を貼ってください。

開示の実施を希望する日

求める開示の実施の方法

下表から実施の方法を選択し、該当するものに○印を付してください。

法人文書の名称 種類・量 実施の方法

１
①全部
②一部（　　　　　　　　）

２
①全部
②一部（　　　　　　　　）

３
①全部
②一部（　　　　　　　　）

連絡先電話番号

  独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０
号）第１５条第３項の規定に基づき、下記のとおり申出をします。

記

法人文書開示決定通知書の番号等

＊
日　　    付
文書記号番号

住所又は居所

別記様式第１２号

法人文書の開示の実施方法等申出書

氏名又は名称

　　  年  月  日

　国立大学法人筑波大学



御中

１

２

３

４

＊

件 円

開示実施手数料 ここに領収証書を貼ってく
ださい。

（受付印）

最初に開示を受けた日

更なる開示の実施の方法等

（窓口における開示の実施を受ける場合、その希望日）
（写しの送付を希望する場合は、その旨）

法人文書の同じ部分について、最初に開示を受けた開示の実施の方法と同じ開示
の実施の方法を受けることはできません。

別記様式第１３号

法人文書の更なる開示の申出書

氏名又は名称

　国立大学法人筑波大学

開示決定通知書の日付及び文書番号

　　  年  月  日

（　　  年  月  日付け      第      号）

住所又は居所

連絡先電話番号

  独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０
号）第１５条第５項の規定に基づき、下記のとおり申出をします。

記

更なる開示を求める法人文書の名称



御中

１
 

）

２

３

①

②

減額（免除）を求める理由

  生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条第１項第  号に掲げ
る扶助を受けており、手数料を納付する資力がないため。

その他

連絡先電話番号

   下記のとおり、法人文書の開示実施手数料の減額（免除）を申請します。

記

開示決定のあった法人文書の名称等

（開示決定通知書の日付・番号：

減額（免除）を求める額

住所又は居所

別記様式第１４号

 開示実施手数料の減額（免除）申請書

氏名又は名称

　　  年  月  日

　国立大学法人筑波大学

（注） ①又は②のいずれかに○印を付してください。 

  ①に○を付した場合は、当該扶助を受けていることを証明する書面を添付してく

ださい。 

  ②に○を付した場合は、その理由を具体的に記載するとともに、その事実を証明

する書面を添付してください。 

 



様

印

１

２

  　　  年  月  日付けで請求のありました開示実施手数料の減額（免除）申請
について、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律
第１４０号）第１７条第３項の規定に基づき、下記のとおり、減額（免除）する
こととしましたので通知します。

記

別記様式第１５号

      第      号

開示実施手数料の減額（免除）決定通知書

（開示請求者）

　国立大学法人筑波大学

　　  年  月  日

対象となる法人文書の名称とその開示の実施方法

　法人文書の名称：

　開示の実施方法：

開示実施手数料を減額（免除）する額



様

印

１

２

３

（注１）

　開示の実施を受ける場合には、上記２の開示実施手数料の追納が必要です。

（注２）

減額（免除）が認められない理由等

  この決定について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定
により、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、国立大学法人
筑波大学に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったことを知った日の翌
日から起算して３箇月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過した
場合には審査請求をすることができなくなります。）。
  また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法
律第１３９号）の規定により、この決定があったことを知った日から６箇月以内に、国立大
学法人筑波大学を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます（な
お、この決定があったことを知った日から６箇月以内であっても、決定の日から１年を経過
した場合には、この決定の取消しを求める訴訟を提起することができなくなります。）。

別記様式第１６号       第      号
　　  年  月  日

開示実施手数料の減額（免除）非該当決定通知書

（開示請求者）

　国立大学法人筑波大学

  　　  年  月  日付けで請求のありました開示実施手数料の減額（免除）申請
について、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律
第１４０号）第１７条第３項の規定する減額（免除）に該当しませんので通知し

記

対象となる法人文書の名称とその開示の実施方法

　法人文書の名称：

　開示の実施方法：

開示実施手数料の減額（免除）を求める額



印

別記様式第１７号

諮　　問　　書

      第      号

　　  年  月  日

情報公開・個人情報保護審査会 御中

　国立大学法人筑波大学

　独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０
号）第９条の規定に基づく開示決定等又は第４条の規定に基づく開示請求に係る
不作為について、別紙のとおり、審査請求があったので、同法第１９条第１項の
規定に基づき諮問します。



1

2

□

□

□

3

4

5

6 ①

②

③

④

⑤

⑥

7

（注４） 　公印の押印を省略することができる。なお、押印を省略する場合は、「（公印省略）」と記
載すること。

　添付書類等 法人文書開示請求書（写し）

（注２）   ４の「諮問の理由」については、例えば、「原処分維持が適当と考えるため。」、「全部開
示とすることが適当と考えるが、第三者の反対意見書が提出されているため。」など、諮問を
必要とする理由を簡潔に記述すること。

（注３）   ６の⑥の「その他参考資料」とは、第三者から反対意見書が提出されている場合の当該反対
意見書や、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１１条の総代、第１２条の代理人又
は第１３条の参加人の選任又は決定がなされている場合のそれを示す書面等である。

（注１） 　２の「（開示決定等の種類）」については、該当する□にレ点を記入する。また、一部開示
決定又は不開示決定の場合には、該当不開示条項（同法第５条各号、第８条又は文書不存在）
を記載すること。

　諮問庁担当課、担当者
名、電話、住所等

法人文書開示決定等通知書（写し）

審査請求書（写し）

理由説明書

開示の実施を行った法人文書（写し）

その他参考資料

(2) 審査請求人

(3) 審査請求の趣旨

　諮問の理由

　参加人等

（開示決定等の種類）

不開示決定

（該当不開示条項）

　審査請求 (1) 審査請求日

　審査請求に係る法人文
書の名称

　審査請求に係る開示決
定等

(1) 開示決定等の日付、記号番号

(2) 開示決定等をした者

(3) 開示決定等の概要

開示決定

一部開示決定

（該当不開示条項）

（別紙）
（別記様式第１７号関係）



様

印

1

2

3

4

＊ 担当課等

(注)  １ 「２　審査請求に係る開示決定等」の欄については、開示決定等の日付・記号番号、開示
決定等した者、開示決定等の種類（開示決定、部分開示決定又は不開示決定）を記載する
こと。

  ２ ４の「諮問日・諮問番号」の欄は、情報公開・個人情報保護審査会が付す番号である。

　諮問日・諮問番号 　　  年  月  日・　  諮問    号

　独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第
９条の規定に基づく開示決定等に対する次の審査請求について、同法第１９条第１項の
規定により情報公開・個人情報保護審査会に諮問したので、同条第２項の規定により通
知します。

　審査請求に係る法人
文書の名称

　審査請求に係る開示
決定等

　審査請求 (1) 審査請求日

(2) 審査請求の趣旨

　国立大学法人筑波大学

別記様式第１８号

      第      号

　　  年  月  日

情報公開・個人情報保護審査会への諮問通知書

（審査請求人等）



様

印

1

2

3

＊ 担当課等

　裁決の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１
３９号）の規定により、この裁決があったことを知った日から６箇月以内に、国立大学
法人筑波大学を被告として、裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます
（なお、この裁決があったことを知った日から６箇月以内であっても、裁決の日から１
年を経過した場合には、この裁決の取消しを求める訴訟を提起することができなくなり
ます。）。

  　　  年  月  日付けで審査請求のありました件については、次のとおり裁決しまし
たので、通知します。

　審査請求に係る法人
文書の名称

　審査請求に対する裁
決

  審査請求に対する

裁決の理由

　国立大学法人筑波大学

別記様式第１９号

      第      号

　　  年  月  日

審査請求に対する裁決通知書

（審査請求人）


